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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第59期

第２四半期連結
累計期間

第60期
第２四半期連結
累計期間

第59期
第２四半期連結
会計期間

第60期
第２四半期連結
会計期間

第59期

会計期間

自  平成21年
      ４月１日
至  平成21年
      ９月30日

自  平成22年
      ４月１日
至  平成22年
      ９月30日

自  平成21年
      ７月１日
至  平成21年
      ９月30日

自  平成22年
      ７月１日
至  平成22年
      ９月30日

自  平成21年
      ４月１日
至  平成22年
      ３月31日

売上高 (千円) 10,769,3909,643,3275,231,9614,580,28421,737,074

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 26,299 21,628 8,851 △4,509 79,858

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(千円) 21,624 10,464 16,385 △26,287 81,405

純資産額 (千円) ― ― 2,867,1252,777,8832,886,461

総資産額 (千円) ― ― 11,602,22510,284,27912,004,389

１株当たり純資産額 (円) ― ― 431.61 417.68 434.31

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は四半
期純損失額（△）

(円) 3.26 1.58 2.47 △3.96 12.25

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 24.7 27.0 24.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 983,423 351,637 ― ― 911,411

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,507 55,441 ― ― 162,523

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △900,005△780,315 ― ― △617,659

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 419,342 432,471 805,708

従業員数 (名) ― ― 220 212 221

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第59期第２四半期連結累計期間、第59期第

２四半期連結会計期間、第59期及び第60期第２四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記載してお

らず、第60期第２四半期連結会計期間は１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載

しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 212

(注)  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 191

(注)  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

　

EDINET提出書類

株式会社共同紙販ホールディングス(E02711)

四半期報告書

 3/28



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。
　

　
(2) 受注実績

該当事項はありません。
　

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

洋紙卸売事業 4,545,494 ─

不動産賃貸事業 14,216 ─

その他の事業 20,574 ─

合計 4,580,284 ─

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の増加等による企業業績の改善により、緩やか

な回復傾向にありましたが、雇用情勢や個人消費は引き続き厳しい状況のまま推移いたしました。

　また、急激な円高の進行や株価の低迷など、先行き不透明な状況が続いてまいりました。

　紙業界におきましても、依然として需要が回復せず、販売価格の下落ともあいまって厳しい経営環境が

続いてまいりました。

かかる状況のもと、当社グループは、採算性を重視した販売活動を徹底してまいりましたが、需要の低

迷や販売価格の下落により、売上高は4,580百万円(前年同期比12.5％減)となりました。利益につきまし

ては、販管費の削減を図ったものの、売上高の減少により営業利益は2百万円(前年同期比84.9％減)とな

り、経常損失は4百万円(前年同期は8百万円の利益)、四半期純利益は特別損失を計上したため26百万円の

損失(前年同期は16百万円の利益)となりました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 洋紙卸売事業

当事業部門におきましては、需要が回復せず、販売価格の下落ともあいまって、売上高は4,545百万

円となり、利益面では、販管費の削減に取り組みましたが、売上高の減少によりセグメント利益は90

百万円となりました。

② 不動産賃貸事業

当事業部門におきましては、売上高は14百万円となりセグメント利益は10百万円となりました。

③ その他の事業

主に洋紙の保管・加工・配送業務を行っている当事業部門におきましては、売上高は20百万円と

なり、セグメント利益は2百万円の損失となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて1,720百万円減少し、

10,284百万円となりました。これは主に商品及び製品が109百万円増加し、現金及び預金が473百万円、受

取手形及び売掛金が1,229百万円それぞれ減少したためであります。

　負債は、前連結会計年度末に比べて1,611百万円減少し7,506百万円となりました。これは主に支払手形

及び買掛金が819百万円及び短期借入金が720百万円減少したためであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて108百万円減少し、2,777百万円となりました。これは主にその他有

価証券評価差額金が85百万円減少したためであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前年同期末に

比べて13百万円増加し、432百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、14百万円（前年同期は53百万円の使用）となりました。これは主に、

たな卸資産の増加額29百万円、売上債権の減少額766百万円及び仕入債務の減少額756百万円によるもの

であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果得られた資金は、59百万円（前年同期は8百万円の使用）となりました。これは主に、定

期預金の解約によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、84百万円（前年同期は49百万円の収入）となりました。これは主に短

期借入による収入400百万円及び短期借入金と長期借入金の返済480百万円によるものであります。

　

(4) 研究開発活動

　　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,353,443 7,353,443
大阪証券取引所
（ＪＡＳＤＡＱ市場）

単元株式数は1,000株で
あります。

計 7,353,443 7,353,443 ― ―

（注）大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場と

ともに、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ─ 7,353,443 ─ 2,381,052 ─ ─
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本製紙株式会社 東京都千代田区一ツ橋１－２－２ 1,264 17.20

日本紙通商株式会社 東京都千代田区一ツ橋１－２－２ 783 10.65

日本紙パルプ商事株式会社 東京都中央区日本橋本石町４－６－11 715 9.73

国際紙パルプ商事株式会社 東京都中央区明石町６－24 441 6.00

イーグローバレッジ株式会社 東京都目黒区上目黒２－１－１ 218 2.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 182 2.48

林　　　いく子 東京都豊島区 180 2.46

巣鴨信用金庫 東京都豊島区巣鴨２－10－２ 180 2.45

郡司　光太 東京都渋谷区 132 1.80

株式会社東京都民銀行 東京都港区六本木２－３－11 131 1.79

計 ― 4,229 57.5

(注)　上記のほか、自己株式が710千株あります。なお、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は9.67％であり

ます。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 710,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

6,613,000
6,613同上

単元未満株式 普通株式 30,443 ― 同上

発行済株式総数 7,353,443― ―

総株主の議決権 ― 6,613 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社共同紙販ホール
ディングス

東京都中央区晴海
三丁目12番１号

710,000 ─ 710,000 9.67

計 ― 710,000 ─ 710,000 9.67
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 232 235 229 227 233 247

最低(円) 221 221 215 217 220 227

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。

なお、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、新たに

開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）に上場となっております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、永和監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 538,471 1,011,708

受取手形及び売掛金 ※1, ※3
 3,894,104

※1, ※3
 5,123,284

商品及び製品 732,623 622,780

未収入金 ※4
 677,860

※4
 645,207

その他 59,472 66,925

貸倒引当金 △27,946 △45,461

流動資産合計 5,874,586 7,424,445

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,610,123 2,599,105

減価償却累計額 △1,247,151 △1,214,390

建物及び構築物（純額） 1,362,971 1,384,714

機械装置及び運搬具 305,097 303,667

減価償却累計額 △265,367 △260,046

機械装置及び運搬具（純額） 39,729 43,621

土地 1,417,953 1,417,953

その他 134,476 134,027

減価償却累計額 △107,663 △103,092

その他（純額） 26,813 30,934

有形固定資産合計 2,847,468 2,877,224

無形固定資産

のれん 697,499 717,427

その他 49,280 60,350

無形固定資産合計 746,779 777,778

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 495,255

※2
 553,131

出資金 215,841 218,851

その他 ※1
 104,348

※1
 152,958

投資その他の資産合計 815,444 924,941

固定資産合計 4,409,692 4,579,944

資産合計 10,284,279 12,004,389
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,610,242 6,429,882

短期借入金 500,000 1,220,000

1年内返済予定の長期借入金 60,000 60,000

賞与引当金 48,892 78,240

その他 178,964 195,485

流動負債合計 6,398,099 7,983,607

固定負債

社債 500,000 500,000

長期借入金 180,000 210,000

退職給付引当金 404,395 401,370

その他 23,900 22,950

固定負債合計 1,108,295 1,134,320

負債合計 7,506,395 9,117,928

純資産の部

株主資本

資本金 2,381,052 2,381,052

資本剰余金 776,560 776,560

利益剰余金 56,668 79,416

自己株式 △258,115 △258,115

株主資本合計 2,956,165 2,978,914

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △175,016 △89,149

為替換算調整勘定 △6,701 △4,851

評価・換算差額等合計 △181,718 △94,001

少数株主持分 3,435 1,548

純資産合計 2,777,883 2,886,461

負債純資産合計 10,284,279 12,004,389

EDINET提出書類

株式会社共同紙販ホールディングス(E02711)

四半期報告書

13/28



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 10,769,390 9,643,327

売上原価 9,435,519 8,357,168

売上総利益 1,333,871 1,286,158

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 507,019 507,690

賞与引当金繰入額 69,156 42,687

退職給付費用 56,790 62,020

減価償却費 48,808 39,676

その他 626,000 625,241

販売費及び一般管理費合計 1,307,775 1,277,316

営業利益 26,095 8,842

営業外収益

受取利息 2,856 1,621

受取配当金 19,644 21,411

設備賃貸料 5,725 4,535

その他 2,788 9,177

営業外収益合計 31,014 36,747

営業外費用

支払利息 14,890 11,470

手形売却損 9,643 7,899

その他 6,275 4,590

営業外費用合計 30,809 23,960

経常利益 26,299 21,628

特別利益

貸倒引当金戻入額 14,950 10,204

その他 － 302

特別利益合計 14,950 10,507

特別損失

特別退職金 － 14,978

特別損失合計 － 14,978

税金等調整前四半期純利益 41,250 17,157

法人税、住民税及び事業税 19,625 4,711

過年度法人税等 － 95

法人税等合計 19,625 4,806

少数株主損益調整前四半期純利益 － 12,351

少数株主利益 － 1,887

四半期純利益 21,624 10,464
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 5,231,961 4,580,284

売上原価 4,561,368 3,952,728

売上総利益 670,592 627,555

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 252,540 253,964

賞与引当金繰入額 34,322 12,964

退職給付費用 31,448 33,714

減価償却費 23,762 19,805

その他 311,083 304,475

販売費及び一般管理費合計 653,156 624,924

営業利益 17,435 2,631

営業外収益

受取利息 1,584 745

受取配当金 1 －

設備賃貸料 2,901 2,188

その他 1,086 1,535

営業外収益合計 5,574 4,470

営業外費用

支払利息 6,473 5,298

手形売却損 4,697 3,900

その他 2,988 2,412

営業外費用合計 14,158 11,610

経常利益又は経常損失（△） 8,851 △4,509

特別利益

貸倒引当金戻入額 △1,075 △4,344

特別利益合計 △1,075 △4,344

特別損失

特別退職金 － 14,978

特別損失合計 － 14,978

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

7,775 △23,831

法人税、住民税及び事業税 △8,610 2,355

過年度法人税等 － 95

法人税等合計 △8,610 2,451

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △26,282

少数株主利益 － 4

四半期純利益又は四半期純損失（△） 16,385 △26,287
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 41,250 17,157

減価償却費 65,389 54,222

のれん償却額 19,928 19,928

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,149 △17,515

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,742 △29,348

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,761 3,025

受取利息及び受取配当金 △22,501 △23,033

支払利息 14,890 11,470

持分法による投資損益（△は益） 2,104 1,848

固定資産除却損 － 63

売上債権の増減額（△は増加） 338,229 1,229,179

たな卸資産の増減額（△は増加） 184,914 △109,842

未収入金の増減額（△は増加） 94,987 △32,653

その他の資産の増減額（△は増加） 3,216 51,246

仕入債務の増減額（△は減少） 324,619 △819,639

未払金の増減額（△は減少） △1,289 △1,327

未払消費税等の増減額（△は減少） △44,209 △13,892

その他の負債の増減額（△は減少） △10,344 2,068

小計 1,001,055 342,960

利息及び配当金の受取額 22,696 22,692

利息の支払額 △15,754 △10,554

法人税等の還付額 6,311 6,665

法人税等の支払額 △30,884 △10,126

営業活動によるキャッシュ・フロー 983,423 351,637

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 100,000

有形固定資産の取得による支出 △5,711 △13,459

無形固定資産の取得による支出 △1,300 －

投資有価証券の取得による支出 △8,234 △31,218

投資有価証券の売却による収入 1,740 －

貸付けによる支出 △500 －

貸付金の回収による収入 497 120

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,507 55,441

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △1,950,000 △1,570,000

短期借入れによる収入 1,550,000 850,000

長期借入金の返済による支出 － △30,000

社債の償還による支出 △500,000 －

配当金の支払額 △5 △30,315

財務活動によるキャッシュ・フロー △900,005 △780,315

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 69,909 △373,236

現金及び現金同等物の期首残高 349,432 805,708

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 419,342

※1
 432,471

EDINET提出書類

株式会社共同紙販ホールディングス(E02711)

四半期報告書

16/28



【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　　　平成22年４月１日付で連結子会社の河内屋紙株式会社及びは

　　が紙販株式会社を吸収合併しております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　　２社

２  会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。

　なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  経過勘定項目の算定方法 　固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについて

は、合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※1　個別引当の貸倒引当金（流動資産84,779千円、

　　　投資その他の資産131,128千円）が対象債権より

　　　直接控除されております。

※1　個別引当の貸倒引当金（流動資産133,015千円、

　　　投資その他の資産75,581千円）が対象債権より

　　　直接控除されております。

※2　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

　 　とおりであります。 

　　  投資有価証券（株式）　　　　　  13,802千円

※2　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

　 　とおりであります。 

　　  投資有価証券（株式）　　　　　  17,501千円

※3　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　169,323千円 

　　 手形債権流動化による譲渡高 　 2,825,027千円

※3　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　153,885千円 

　　 手形債権流動化による譲渡高    2,738,510千円

※4　手形流動化による受取手形譲渡代金未収金は次の 

　 　とおりであります。 

　　　 未収入金　　　　　　　　　　　642,562千円

※4　手形流動化による受取手形譲渡代金未収金は次の

　 　とおりであります。

       未収入金　　　　　　　　　　　567,176千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)、当第２四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)及び前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日)並びに当第２四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30

日)

       該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 625,342千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△206,000千円

現金及び現金同等物 419,342千円
 

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金勘定 538,471千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△106,000千円

現金及び現金同等物 432,471千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,353,443

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 710,861

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月13日
取締役会

普通株式 33,212 5.00平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
洋紙卸売
事業
(千円)

不動産賃貸
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,217,50514,4555,231,961 ― 5,231,961

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 21,900 21,900　(21,900) ―

計 5,217,50536,3555,253,861(21,900)5,231,961

営業利益 5,094 12,341 17,435 ─ 17,435

(注)　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
洋紙卸売
事業
(千円)

不動産賃貸
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,740,49928,89110,769,390 ― 10,769,390

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 43,800 43,800(43,800) ―

計 10,740,49972,69110,813,190(43,800)10,769,390

営業利益 2,478 23,616 26,095 ― 26,095

(注)　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前２四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　全セグメントの売上高の合計高に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計

期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　当社グループは当社本社に営業統括をおき、洋紙卸売事業を主な事業として活動を展開しております。な

お、「洋紙卸売事業」、「不動産賃貸事業」、「その他の事業」を報告セグメントとしております。

　「洋紙卸売事業」は洋紙の印刷会社及び出版会社等への卸売り販売を行っております。「不動産賃貸事

業」は不動産の賃貸を行っております。「その他の事業」は主に洋紙の保管・加工・配送業務を行ってお

ります。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

　 洋紙卸売事業
不動産賃貸
事業

その他の事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,570,45428,429 44,4439,643,327 ─ 9,643,327

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

33 39,000118,452157,485△157,485 ─

計 9,570,48767,429162,8959,800,813△157,4859,643,327

セグメント利益又は損失
（△）

195,05620,967△2,624 213,399△204,556 8,842

（注）1　セグメント利益の調整額△204,556千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 2　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

　 洋紙卸売事業
不動産賃貸
事業

その他の事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,545,49414,216 20,5744,580,284 ─ 4,580,284

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

25 19,500 56,766 76,291△76,291 ─

計 4,545,51933,716 77,3404,656,576△76,2914,580,284

セグメント利益又は損失
（△）

90,250 10,578△2,733 98,095△95,463 2,631

（注）1　セグメント利益の調整額△95,463千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 2　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較してい著し

い変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　　  当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

　　  該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

　　　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

当社は、本社オフィス及び支店オフィス・倉庫の不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時におけ

る原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、現

時点では、本社及び支店の移転を計画していないため、資産除去債務を合理的に見積ることができませ

ん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 417円68銭
　

　 　

　 434円31銭
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3円26銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 1円58銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)　１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 21,624 10,464

普通株式に係る四半期純利益(千円) 21,624 10,464

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 6,642,793 6,642,582

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 2円47銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純損失金額 3円96銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)　１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第２四半期連結会計期間については潜在株式

     が存在しないため記載しておらず、当第２四半期連結会計期間は１株当たり四半期純損失であり、

     また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失（△）（千円）

16,385 △26,287

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）
(千円)

16,385 △26,287

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 6,642,793 6,642,582

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　  該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月11日

株式会社共同紙販ホールディングス

取締役会  御中

　

永和監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    齋    藤    力    夫    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    嘉    基    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社共同紙販ホールディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１

日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共同紙販ホールディングス及び連結

子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

株式会社共同紙販ホールディングス

取締役会  御中

　

永和監査法人

　

代表社員 　 公認会計士    齋    藤    力    夫    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    嘉    基    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社共同紙販ホールディングスの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１

日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共同紙販ホールディングス及び連結

子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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